
（１）建築物エネルギー消費性能向上計画 認定申請手数料（新規認定） （Ｒ５年３月施行）

誘導仕様基準による

場合（R5新設）

200㎡未満のもの ３４，４００円 ２０，０００円

200㎡以上のもの ３８，４００円 ２２，０００円

300㎡未満のもの ９，７００円 ３８，０００円

300㎡以上2,000㎡未満 ２１，０００円 ６６，０００円

2,000㎡以上5,000㎡未満 ４６，０００円 １１８，０００円

5,000㎡以上のもの ８１，０００円 １７９，０００円

ﾓﾃﾞﾙ建物法による場合 標準入力法等による場合

300㎡未満のもの ９，７００円 ８７，１００円 ２２７，１００円

300㎡以上1,000㎡未満 １６，７００円 １１０，７００円 ２８４，４００円

1,000㎡以上2,000㎡未満 ２７，１００円 １４５，７００円 ３６７，１００円

2,000㎡以上5,000㎡未満 ８０，４００円 ２３５，７００円 ５２３，７００円

5,000㎡以上10,000㎡未満 １２８，０００円 ３０９，０００円 ６４６，０００円

10,000㎡以上25,000㎡未満 １６１，０００円 ３７１，０００円 ７６３，０００円

25,000㎡以上のもの ２０１，０００円 ４３５，０００円 ８７１，０００円

(注１）

(注２）

(注３）

(注４）

(注５）

２　適合証なし

誘導仕様基準以外による場合

共同住宅の申請の場合（誘導仕様基準以外による場合に限る。）は、住戸部分（人の居住の用途に供する部分に限る。）の額に共用部分（住宅の用途

に供する共用廊下、共用階段その他共用部分をいう。）の額を加算した額とする。ただし、共用部分が存在しない場合又は共用部分を除く場合は、当

該共用部分の額は加算しない。

申請に併せて確認申請の申出があった場合は、条例別表125の３の項に掲げる額（特定建築基準適合審査が含まれる場合は108の項に掲げる額、建築基

準法第87条の４に規定する昇降機が含まれる場合は125の４又は125の５の項に掲げる額を加えた額）の手数料を加える。

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第11条第１項に規定する住宅部分をいう。
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一戸建て住宅以外の建築物の申請の場合は、( ア )の額に（ イ ）の額を加算する。住宅部分又は非住宅部分が存在しない場合は、当該部分の額は合算

しない。

共同住宅の申請の場合（誘導仕様基準による場合に限る。）は、共用部分の額は加算しない。

１　適合証あり〔板橋区手数料条例別表172の３の項抜粋〕
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（２）建築物エネルギー消費性能向上計画 認定申請手数料（変更認定） （Ｒ５年３月施行）

誘導仕様基準による

場合（R5新設）

200㎡未満のもの ２４，２００円 １４，０００円

200㎡以上のもの ２７，０００円 １５，０００円

300㎡未満のもの ９，７００円 ２６，０００円

300㎡以上2,000㎡未満 ２１，０００円 ４６，０００円

2,000㎡以上5,000㎡未満 ４６，０００円 ８３，０００円

5,000㎡以上のもの ８１，０００円 １２５，０００円

ﾓﾃﾞﾙ建物法による場合 標準入力法等による場合

300㎡未満のもの ９，７００円 ６１，１００円 １５９，１００円

300㎡以上1,000㎡未満 １６，７００円 ７７，６００円 １９９，２００円

1,000㎡以上2,000㎡未満 ２７，１００円 １０２，１００円 ２５７，１００円

2,000㎡以上5,000㎡未満 ８０，４００円 １６５，１００円 ３６６，７００円

5,000㎡以上10,000㎡未満 １２８，０００円 ２１６，０００円 ４５３，０００円

10,000㎡以上25,000㎡未満 １６１，０００円 ２６０，０００円 ５３５，０００円

25,000㎡以上のもの ２０１，０００円 ３０５，０００円 ６１０，０００円

300㎡未満のもの ６，９００円

300㎡以上2,000㎡未満 １５，０００円

2,000㎡以上5,000㎡未満 ３２，０００円

5,000㎡以上のもの ５７，０００円

(注１）

(注２）

(注３）

(注４）

(注５）

(注６）

住戸ごとの申請は、令和4年9月30日までに既に認定を受けている場合、又は同日までに認定申請している計画に関する変更認定の場合に適用すること

ができる。同一の建築物において住戸ごとの申請と一の建築物の申請を同時にする場合は、一の建築物の申請の場合により算出した額とする。

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第11条第１項に規定する住宅部分をいう。

一戸建て住宅以外の建築物の申請の場合は、( ア )の額に（ イ ）の額を加算する。住宅部分又は非住宅部分が存在しない場合は、当該部分の額は合算

しない。

共同住宅の申請の場合（誘導仕様基準以外による場合に限る。）は、住戸部分（人の居住の用途に供する部分に限る。）の額に共用部分（住宅の用途

に供する共用廊下、共用階段その他共用部分をいう。）の額を加算した額とする。ただし、共用部分が存在しない場合又は共用部分を除く場合は、当

該共用部分の額は加算しない。

共同住宅の申請の場合（誘導仕様基準による場合に限る。）は、共用部分の額は加算しない。

申請に併せて確認申請の申出があった場合は、条例別表125の３の項に掲げる額（特定建築基準適合審査が含まれる場合は108の項に掲げる額、建築基

準法第87条の４に規定する昇降機が含まれる場合は125の４又は125の５の項に掲げる額を加えた額）の手数料を加える。
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〔板橋区手数料条例別表172の３の項抜粋〕 １　適合証あり

２　適合証なし

誘導仕様基準以外による場合

⑴　一戸建て住宅 ５，１００円


